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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　調査履歴データベースおよび分析方法記憶部を備えたシステムにおけるコンピューティ
ングの方法であって、
　調査履歴データベースは、電話番号として使用される可能性のある番号集合を対象とし
て、各番号を宛先として電話網に順次発呼し、電話網の反応に基づいて各番号の電話番号
としての利用属性を判定する調査を定期的に実施した結果の履歴データを各電話番号に対
応づけして記録し、
　分析方法記憶部は、複数種類の分析方法記述を調査依頼人識別子に対応づけして記録し
、
　入力プロセスは、調査対象の電話番号と調査依頼人識別子とを対応付けした入力情報を
受け付け、受け付けた電話番号を調査プロセスに入力するとともに、受け付けた調査依頼
人識別子を分析プロセスに入力し、
　調査プロセスは、入力プロセスからの電話番号を宛先として電話網に発呼し、電話網の
反応に基づいて当該番号の電話番号としての利用属性を判定し、電話番号判定データを分
析プロセスに入力し、
　分析プロセスは、調査プロセスからの電話番号判定データと、調査履歴データベースに
記録された当該電話番号の履歴データとを入力情報とするとともに、入力プロセスからの
調査依頼人識別子に該当する分析方法記述を分析方法記憶部から抽出し、当該分析方法記
述に基づく方法により当該電話番号の電話ユーザーの信用分析をして分析結果を出力し、
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　分析方法記憶部に格納された各分析方法記述は、調査プロセスからの電話番号判定デー
タが、有効な電話番号であることを示しているか否か、または、無効な電話番号であるこ
とを示しているか否か、によって分析処理の進行を変化させる記述を含んでいる
　方法。
【請求項２】
　調査履歴データベースおよび分析方法記憶部を備えたシステムにおけるコンピューティ
ングの方法であって、
　調査履歴データベースは、電話番号として使用される可能性のある番号集合を対象とし
て、各番号を宛先として電話網に順次発呼し、電話網の反応に基づいて各番号の電話番号
としての利用属性を判定する調査を定期的に実施した結果の履歴データを各電話番号に対
応づけして記録し、
　分析方法記憶部は、複数種類の分析方法記述を調査依頼人識別子に対応づけして記録し
、
　入力プロセスは、調査対象の電話番号リストと調査依頼人識別子とを対応付けした入力
情報を受け付け、受け付けた電話番号リストを調査プロセスに入力するとともに、受け付
けた調査依頼人識別子を分析プロセスに入力し、
　調査プロセスは、入力プロセスからの電話番号リストに記述された各番号を宛先として
電話網に順次発呼し、電話網の反応に基づいて各番号の電話番号としての利用属性を判定
し、電話番号判定データを分析プロセスに入力し、
　分析プロセスは、調査プロセスからの電話番号判定データと、調査履歴データベースに
記録された当該電話番号の履歴データとを入力情報とするとともに、入力プロセスからの
調査依頼人識別子に該当する分析方法記述を分析方法記憶部から抽出し、当該分析方法記
述に基づく方法により当該電話番号の電話ユーザーの信用分析をして分析結果を出力し、
　分析方法記憶部に格納された各分析方法記述は、調査プロセスからの電話番号判定デー
タが、有効な電話番号であることを示しているか否か、または、無効な電話番号であるこ
とを示しているか否か、によって分析処理の進行を変化させる記述を含んでいる
　方法。
【請求項３】
　電話番号としての利用属性は、少なくとも、有効な電話番号であることと、無効な電話
番号であることと、都合停止扱いの電話番号であることとを識別することができる情報で
ある
　請求項１または２に記載の方法。
【請求項４】
　電話番号としての利用属性は、さらに、移転扱いの電話番号であることと、局預け扱い
の電話番号であることを識別することができる情報である
　請求項３に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、電話番号が電話ユーザーに割り当てられて使用されている状況の経時的変
化を定期的に調査して結果をデータベース化し、そのデータを種々のマーケティングなど
に活用する、電話番号利用状況の調査・活用コンピューティングの技術分野に関するもの
である。
　より詳しくは、調査依頼人が指定した分析方法により電話番号の現在の使用状況と過去
の調査履歴に基づいて電話ユーザーの信用分析をするコンピューティングに関する。
【背景技術】
【０００２】
　よく知られているように、銀行・クレジットカード会社・消費者金融・通信販売など、
電話番号を含む顧客の個人情報を大量に取り扱う業界においては、電話番号の利用状況を
調べること（使われている電話番号なのか、あるいは、使われていない電話番号なのかを
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調べること）が日常的に繰り返し行われている。出願人は、１９９３年からこの種の調査
を能率よく正確に自動的に行うコンピューティング技術の開発と改良に取り組んできた。
典型的な技術について特許第２６０７０４３号公報および特許第２８０１９６９号公報に
詳しく記載されている。また、電話番号利用状況の調査・活用コンピューティングについ
ては、以下のような先行発明が周知である。
【０００３】
●参考文献１　特許第３２２７３９８号公報　発明の名称「電話番号の調査方法と装置お
よび電話番号リストのクリーニング方法」
　この文献に記載された発明では、コンピュータによりＩＳＤＮに自動発呼し、加入者端
末に呼び出しをかけることなく、電話番号の利用状況（使われている電話番号・使われて
いない電話番号・番号変更になった電話番号など）を調査している。また、この調査結果
をデータベース化するとともに、調査を定期的に繰り返してつねに最新の利用状況をデー
タベースに反映させている。さらに、そのデータベースを利用し、たとえば顧客名簿の電
話番号リストから現在使用されていない電話番号を抽出している。
【０００４】
●参考文献２　特許第３６８６９６７号公報　発明の名称「不正利用者探知システム及び
そのソフトウエアプログラム」
　この文献に記載された発明では、上記のデータベースに電話番号の利用状況の変遷が蓄
積されることを利用している。各電話番号の利用状況の変遷、たとえば調査時点１では使
用中→調査時点２では使用中→調査時点３では一次取りはずし→調査時点４では非使用→
・・・→調査時点１０では使用中→・・・という利用状況履歴がデータベースに蓄積され
る。そして、調査依頼人から調査すべき電話番号が入力されたとき、上記データベースで
当該電話番号の利用履歴を調べ、その電話番号が「新設電話」なのか「延滞予備軍電話」
なのか「非定期使用電話番号」なのかを判定し、判定結果を調査依頼人に報告するシステ
ム構成としている。
【０００５】
●参考文献３　特許第４４２０２６５号公報　発明の名称「テレマーケティング装置およ
びそのプログラム」
　この文献に記載された発明では、調査履歴データベース（この文献では電話番号データ
ベースとしている）に基づいて以下のような判定を行っている。
（ア）長期居住者の判定
　段落００２４に記載されているように、電話番号データベースにおける調査対象電話番
号の履歴情報が「所定期間継続して使用」されている場合には、当該電話番号の電話ユー
ザーに対して「高い与信」に該当する「長期居住者である判定」を与える。
（イ）移転者の判定
　段落００２５に記載されているように、電話番号データベースにおける調査対象電話番
号の履歴情報に「新電話番号の案内」の記録が含まれていて、かつ、「新電話番号の案内
」の記録以前の記録が「未使用の電話番号」である場合、当該電話番号の電話ユーザーに
対して「移転者の判定」を与える。
（ウ）料金未納者の判定
　段落００２６に記載されているように、電話番号データベースにおける調査対象電話番
号の履歴情報の最新の記録が「都合取り外し」である場合、当該電話番号の電話ユーザー
に対して「料金未納者の判定」を与え、かつ、電話番号データベースにおける調査対象電
話番号の履歴情報の「都合取り外し」の継続期間を調べて、「料金未納期間」も加えて出
力する。
（エ）転入電話番号の判定および新設電話番号の判定
　段落００２８に記載されているように、電話番号データベースにおける調査対象電話番
号の履歴情報の最新の記録が「使用状態」、かつ、その直前の記録が「未使用状態」であ
る場合、当該電話番号に対して「転入電話番号の判定」または「新設電話番号の判定」の
いずれかが与えられる。なお、いずれの判定になるのかは、当該電話番号が「所定期間内
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に移転した移転先電話番号のリスト」に含まれているか否かにより決まる。なお「所定期
間内に移転した移転先電話番号のリスト」なるものは、電話番号データベースに基づいて
別途にリストアップされているものと推認される。
（オ）要注意の判定
　段落００２９に記載されているように、調査対象として自宅電話番号と勤務先電話番号
のセットが与えられた場合、電話番号データベースの該当番号の履歴を調べ、自宅電話番
号と勤務先電話番号の両方に対し、上記（エ）の判定の仕方によって「新設電話番号の判
定」が与えられている場合に、これら番号セットに対して「要注意の判定」を付加して出
力する。
【０００６】
●参考文献４　特許第４７９０５７３号公報　発明の名称「電話番号に基づいて電話契約
者の信用度を推定するコンピュータシステム」
　この文献に記載された発明は、ある企業や人がある時期において使用していた電話番号
のその時期の利用履歴に基づいて、その企業や人の信用度を推測することを意図したもの
であり、つぎの事項（１）～（７）により特定されるコンピュータシステムである。
（１）利用履歴データベースと、不良実績テーブルと、制御手段と、入力手段と、出力手
段を備え、電話番号に基づいて電話契約者の信用度を推定するコンピュータシステムであ
ること
（２）利用履歴データベースは、電話番号と、当該電話番号の利用履歴データとを対応付
けして複数記憶すること
（３）利用履歴データは、電話番号の利用状況を調査期日に対応付けして時系列に配列す
ること
（４）不良実績テーブルは、所定期間分の利用履歴データの変遷パターンと、不良指標を
対応付けして複数記述すること
（５）制御手段は、入力手段より電話番号Ａと基準日Ｂの入力を受け付けた際、第１、第
２処理を行うこと
（６）第１処理は、利用履歴データベースにおける電話番号Ａの利用履歴データのうち、
基準日Ｂの前または後または前後の所定期間の利用履歴データＣを抽出すること
（７）第２処理は、不良実績テーブルから利用履歴データＣに該当する不良指標を抽出し
、当該不良指標を電話番号Ａに対応付けして出力手段より出力させること
【発明の開示】
【０００７】
＝＝＝発明の目的＝＝＝
　この発明は、以上に詳しく説明した先行発明と明確に相違する新規なコンピューティン
グにより、調査依頼人ごとに微妙に異なる調査目的や要望にきめ細かく対応することがで
き、タイムラグのない今現在の番号使用状況を調べて活用し、電話ユーザーの信用分析を
的確に行えるようにすることを目的として創作された。
【０００８】
＝＝＝発明の概要＝＝＝
　この発明に係るコンピューティングは、調査依頼人から提示された電話番号について発
呼調査を行うことからスタートする。この発呼調査により得られた今現在の使用状況をあ
らわす電話番号調査データと、当該電話番号について調査履歴データベースに記録されて
いる履歴データとに基づいて、当該電話番号の電話ユーザーの信用分析をする。
【０００９】
　信用度を分析するための方法（アルゴリズム）は複数種類用意されている。このことが
本発明の大きな特徴の１つである。分析方法記憶部には複数種類の分析方法記述が記録さ
れており、調査依頼人の要望に応じて使い分けすることができる。
【００１０】
＝＝＝発明の核心＝＝＝
 ● 第１発明に係るコンピューティングの方法（システム）は、便宜的に分説すると、つ
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ぎの事項（11）～（17）により特定されるものである。
（11）調査履歴データベースおよび分析方法記憶部を備えたシステムにおけるコンピュー
ティングの方法（システム）であること
（12）調査履歴データベースは、電話番号として使用される可能性のある番号集合を対象
として、各番号を宛先として電話網に順次発呼し、電話網の反応に基づいて各番号の電話
番号としての利用属性を判定する調査を定期的に実施した結果の履歴データを各電話番号
に対応づけして記録すること
（13）分析方法記憶部は、複数種類の分析方法記述を方法識別子に対応づけして記録する
こと
（14）入力プロセスは、調査対象の電話番号と方法識別子とを対応付けした入力情報を受
け付け、受け付けた電話番号を調査プロセスに入力するとともに、受け付けた方法識別子
を分析プロセスに入力すること
（15）調査プロセスは、入力プロセスからの電話番号を宛先として電話網に発呼し、電話
網の反応に基づいて当該番号の電話番号としての利用属性を判定し、電話番号判定データ
を分析プロセスに入力すること
（16）分析プロセスは、調査プロセスからの電話番号判定データと、調査履歴データベー
スに記録された当該電話番号の履歴データとを入力情報とするとともに、入力プロセスか
らの方法識別子に該当する分析方法記述を分析方法記憶部から抽出し、当該分析方法記述
に基づく方法により当該電話番号の電話ユーザーの信用分析をして分析結果を出力するこ
と
（17）分析方法記憶部に格納された各分析方法記述は、調査プロセスからの電話番号判定
データが、有効な電話番号であることを示しているか否か、または、無効な電話番号であ
ることを示しているか否か、によって分析処理の進行を変化させる記述を含んでいること
 ● 第２発明に係るコンピューティングの方法（システム）は、便宜的に分説すると、つ
ぎの事項（21）～（27）により特定されるものである。
（21）調査履歴データベースおよび分析方法記憶部を備えたシステムにおけるコンピュー
ティングの方法（システム）であること
（22）調査履歴データベースは、電話番号として使用される可能性のある番号集合を対象
として、各番号を宛先として電話網に順次発呼し、電話網の反応に基づいて各番号の電話
番号としての利用属性を判定する調査を定期的に実施した結果の履歴データを各電話番号
に対応づけして記録すること
（23）分析方法記憶部は、複数種類の分析方法記述を方法識別子に対応づけして記録する
こと
（24）入力プロセスは、調査対象の電話番号リストと方法識別子とを対応付けした入力情
報を受け付け、受け付けた電話番号を調査プロセスに入力するとともに、受け付けた方法
識別子を分析プロセスに入力すること
（25）調査プロセスは、入力プロセスからの電話番号リストに記述された各番号を宛先と
して電話網に順次発呼し、電話網の反応に基づいて各番号の電話番号としての利用属性を
判定し、電話番号判定データを分析プロセスに入力すること
（26）分析プロセスは、調査プロセスからの電話番号判定データと、調査履歴データベー
スに記録された当該電話番号の履歴データとを入力情報とするとともに、入力プロセスか
らの方法識別子に該当する分析方法記述を分析方法記憶部から抽出し、当該分析方法記述
に基づく方法により当該電話番号の電話ユーザーの信用分析をして分析結果を出力するこ
と
（27）分析方法記憶部に格納された各分析方法記述は、調査プロセスからの電話番号判定
データが、有効な電話番号であることを示しているか否か、または、無効な電話番号であ
ることを示しているか否か、によって分析処理の進行を変化させる記述を含んでいること
【００１１】
 ● 第３発明に係るコンピューティングの方法（システム）は、便宜的に分説すると、つ
ぎの事項（31）～（37）により特定されるものである。
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（31）調査履歴データベースおよび分析方法記憶部を備えたシステムにおけるコンピュー
ティングの方法であること
（32）調査履歴データベースは、電話番号として使用される可能性のある番号集合を対象
として、各番号を宛先として電話網に順次発呼し、電話網の反応に基づいて各番号の電話
番号としての利用属性を判定する調査を定期的に実施した結果の履歴データを各電話番号
に対応づけして記録すること
（33）分析方法記憶部は、複数種類の分析方法記述を調査依頼人識別子に対応づけして記
録すること
（34）入力プロセスは、調査対象の電話番号と調査依頼人識別子とを対応付けした入力情
報を受け付け、受け付けた電話番号を調査プロセスに入力するとともに、受け付けた調査
依頼人識別子を分析プロセスに入力すること
（35）調査プロセスは、入力プロセスからの電話番号を宛先として電話網に発呼し、電話
網の反応に基づいて当該番号の電話番号としての利用属性を判定し、電話番号判定データ
を分析プロセスに入力し、
（36）分析プロセスは、調査プロセスからの電話番号判定データと、調査履歴データベー
スに記録された当該電話番号の履歴データとを入力情報とするとともに、入力プロセスか
らの調査依頼人識別子に該当する分析方法記述を分析方法記憶部から抽出し、当該分析方
法記述に基づく方法により当該電話番号の電話ユーザーの信用分析をして分析結果を出力
すること
（37）分析方法記憶部に格納された各分析方法記述は、調査プロセスからの電話番号判定
データが、有効な電話番号であることを示しているか否か、または、無効な電話番号であ
ることを示しているか否か、によって分析処理の進行を変化させる記述を含んでいること
 ● 第４発明に係るコンピューティングの方法（システム）は、便宜的に分説すると、つ
ぎの事項（41）～（47）により特定されるものである。
（41）調査履歴データベースおよび分析方法記憶部を備えたシステムにおけるコンピュー
ティングの方法であること
（42）調査履歴データベースは、電話番号として使用される可能性のある番号集合を対象
として、各番号を宛先として電話網に順次発呼し、電話網の反応に基づいて各番号の電話
番号としての利用属性を判定する調査を定期的に実施した結果の履歴データを各電話番号
に対応づけして記録すること
（43）分析方法記憶部は、複数種類の分析方法記述を調査依頼人識別子に対応づけして記
録すること
（44）入力プロセスは、調査対象の電話番号リストと調査依頼人識別子とを対応付けした
入力情報を受け付け、受け付けた電話番号リストを調査プロセスに入力するとともに、受
け付けた調査依頼人識別子を分析プロセスに入力すること
（45）調査プロセスは、入力プロセスからの電話番号リストに記述された各番号を宛先と
して電話網に順次発呼し、電話網の反応に基づいて各番号の電話番号としての利用属性を
判定し、電話番号判定データを分析プロセスに入力すること
（46）分析プロセスは、調査プロセスからの電話番号判定データと、調査履歴データベー
スに記録された当該電話番号の履歴データとを入力情報とするとともに、入力プロセスか
らの調査依頼人識別子に該当する分析方法記述を分析方法記憶部から抽出し、当該分析方
法記述に基づく方法により当該電話番号の電話ユーザーの信用分析をして分析結果を出力
すること
（47）分析方法記憶部に格納された各分析方法記述は、調査プロセスからの電話番号判定
データが、有効な電話番号であることを示しているか否か、または、無効な電話番号であ
ることを示しているか否か、によって分析処理の進行を変化させる記述を含んでいること
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】この発明のコンピューティングのためのシステム構成の概略図
【図２】実施例における分析方法１の解説図
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【図３】実施例における分析方法２の解説図
【図４】実施例における分析方法３の解説図
【図５】実施例における分析方法４の解説図
【図６】実施例における分析方法５の解説図
【発明を実施するための形態】
【００１３】
＝＝＝システム構成＝＝＝
　図１は、この発明のコンピューティングを実施するシステムの概要を示している。この
システムは、中央処理装置１と、記憶装置２と、ユーザーインタフェース装置３（ＵＩ装
置３）と、発呼調査装置４とを備えている。中央処理装置１は、コンピューターの中枢と
なるＣＰＵ・ＲＯＭ・ＲＡＭなどにより構成されている。記憶装置２は、調査履歴データ
ベース２１および分析方法記憶部２２を含んでいる。ＵＩ装置３は、当該システムに対す
る外部からの入力情報を受け付けるとともに当該システムから外部に情報を出力するすべ
ての要素を含む。
【００１４】
　発呼調査装置４は、電話網（典型的にはＩＳＤＮであるが、アナログ電話網、携帯電話
網、ＩＰ電話網などの場合もある）に接続した発信端末として動作するコンピューターで
あり、中央処理装置１から与えられた電話番号を宛先として電話網に発呼し、電話網の反
応に基づいて当該番号の電話番号としての利用属性を判定し、判定結果である電話番号判
定データを中央処理装置１に入力する。
【００１５】
＝＝＝電話番号としての利用属性の分類＝＝＝
　発呼調査装置４は、一実施例として、電話網からの反応に基づいて、発呼した番号の電
話番号としての利用属性をつぎの６種類に分類するものとする。発呼調査装置４は、発呼
した番号が下記の６種類の分類にいずれか１つに該当すると判定し、判定結果を下記のフ
ラグにより表現し、調査対象となった電話番号とフラグとを対応づけしたデータ（電話番
号判定データ）を生成する。
　　　　　　●無効（使われていない番号） … フラグＡ
　　　　　　●有効（通話または通信可能） … フラグＢ
　　　　　　●移転（移転先アナウンスあり） … フラグＣ
　　　　　　●都合停止（通話不可） … フラグＤ
　　　　　　●局預け（通話不可） … フラグＥ
　　　　　　●その他（分類保留または再調査） … フラグＦ
【００１６】
　なお、電話番号としての利用属性の分類の仕方は当業者にはよく知られている技術事項
であり、また発呼調査の目的に応じて、属性分類を上記の６種類より増やして細分類する
ことや、６種類より減らして大雑把に分類することもよく知られている。この実施例にお
いては、わかりやすく説明するために上記の６種類の分類とするところ、この方法でほと
んどの調査依頼人の需要に応えることができるものである。
【００１７】
＝＝＝調査履歴データベース２１＝＝＝
　背景技術として解説した参考文献１～４に詳しく記載されているように、電話番号利用
状況の調査・活用のコンピューティングの分野においては、電話番号として使用される可
能性のある番号集合を対象として上述した発呼調査を大規模に定期的に繰り返し実行し、
実行結果の前記電話番号判定データの履歴をデータベース化することが行われている。
【００１８】
　この発明の調査履歴データベース２１はそのようにして作成されたものである。この実
施例においては、調査履歴データベース２１には、調査対象電話番号（電話番号として使
用される可能性のある全番号の集合である）について発呼調査を毎月行った結果が最新２
４ヶ月分蓄積されている。つまり、各番号のひとつ１つについて、２４ヶ月分の調査結果
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である２４個の前記利用属性分類フラグ（フラグＡ～フラグＦ）が時系列に記録されてい
るものとする。
【００１９】
＝＝＝分析方法記憶部２２＝＝＝
　分析方法記憶部２２には、複数種類の分析方法記述を方法識別子に対応づけして記録さ
れている。分析方法記述がどのようなものであるのかは後で詳述する。方法識別子は、複
数種類の分析方法記述のひとつ１つを区別する識別情報である。以下の説明で明らかにな
るように、この発明においては、調査依頼人に応じて分析方法記述を使い分けしたり、調
査依頼人の調査目的にあわせて分析方法記述を使い分けするところ、この電話番号（電話
番号リスト）の分析にはこの分析方法記述を使用するということを指定するために、方法
識別子がＵＩ装置３から入力される。
【００２０】
＝＝＝調査分析の基本的な流れ＝＝＝
　調査分析のやり方は、調査対象となる１つの電話番号に１つの方法識別子を対応づけし
てＵＩ装置３から入力する方法と、調査対象となる複数個の電話番号のリストに１つの方
法識別子を対応づけしてＵＩ装置３から入力する方法がある。前者の方法では、電話番号
と方法識別子をセットにした入力情報を複数まとめてＵＩ装置３から入力することができ
る。もちろん各セットごとに方法識別子を異ならせることができる。
【００２１】
　前者の場合のコンピューティングは以下のように進行する。まず、ＵＩ装置３は受け付
けた調査対象電話番号と方法識別子を中央処理装置１に伝える。中央処理装置１は調査対
象電話番号Ａを発呼調査装置４に伝える。発呼調査装置４は、調査対象電話番号Ａを宛先
として前述の発呼調査を行って利用属性を判定し、前記の電話番号判定データを中央処理
装置１に伝える。
【００２２】
　中央処理装置１は、発呼調査装置４から伝えられた前記電話番号判定データを分析のた
めの入力情報の１つとする。また中央処理装置１は、ＵＩ装置３から伝えられた前記調査
対象電話番号Ａ（前記電話番号判定データの電話番号Ａと同じ）に基づいて調査履歴デー
タベース２１を検索して当該電話番号Ａの２４ヶ月分の履歴データを抽出し、この履歴デ
ータも分析のための入力情報として利用する（後述するように結果的に利用しない場合も
ある）。また中央処理装置１は、ＵＩ装置３から取得した方法識別子に基づいて該当する
１つの分析方法記述を分析方法記憶部２２から抽出し、その分析方法記述に従ったアルゴ
リズムで上記の入力情報を処理し、当該電話番号Ａの電話ユーザーの信用分析をして分析
結果をＵＩ装置３から適宜な形式の情報として出力する。
【００２３】
　調査対象となる複数個の電話番号のリストに１つの方法識別子を対応づけしてＵＩ装置
３から入力する方法の場合、複数個の電話番号について、上記の調査分析をまとめと実行
し、各電話番号の電話ユーザーの信用分析の結果をリストの形式でまとめて出力すること
になる。
【００２４】
＝＝＝分析方法の具体例＝＝＝
●分析方法１
　図２に分析方法１をフローチャートの形式で図解した。これはもっとも単純な例であっ
て、発呼調査装置４で調べた今現在の利用属性が「無効」であれば信用分析の結果として
「要審査１」を出力し、今現在の利用属性が「有効」であれば信用分析の結果として「問
題なし」を出力し、それ以外の場合は「要注意２」を出力する。この単純な分析方法では
調査履歴データベース２１のデータを利用していない。
【００２５】
●分析方法２
　図３に分析方法２を図解した。分析方法１と同様に、発呼調査装置４で調べた今現在の
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利用属性が「無効」であれば信用分析の結果として「要審査１」を出力し、今現在の利用
属性が「無効」でも「有効」でもない場合は「要注意２」を出力する。今現在の利用属性
が「有効」であった場合には、当該電話番号の履歴データを調べ、過去２ヶ月以内に「局
預け」があれば「要注意１」を出力し、過去１２ヶ月以内に「局預け」があれば「要注意
２」を出力し、過去２４ヶ月以内に「局預け」があれば「要注意３」を出力する。２４ヶ
月分の履歴に「局預け」がなければ「問題なし」を出力する。
【００２６】
●分析方法３
　図４に分析方法３を図解した。分析方法１と同様に、発呼調査装置４で調べた今現在の
利用属性が「無効」であれば信用分析の結果として「要審査１」を出力し、今現在の利用
属性が「有効」であれば信用分析の結果として「問題なし」を出力する。今現在の利用属
性が「無効」でも「有効」でもなく、かつ「都合停止」でもない場合には「要審査２」を
出力する。今現在が「都合停止」であった場合、当該電話番号の履歴データを調べ、過去
２４ヶ月の履歴中に「都合停止」が何回あるのかをカウントし、５回以上あれば「要注意
１」を出力し、１回～４回あれば「要注意２」を出力し、まったくなければ「要注意３」
を出力する。
【００２７】
●分析方法４
　図５に分析方法４を図解した。分析方法１と同様に、発呼調査装置４で調べた今現在の
利用属性が「有効」であれば信用分析の結果として「問題なし」を出力し、今現在の利用
属性が「無効」でも「有効」でもない場合は「要注意２」を出力する。今現在の利用属性
が「無効」であった場合、当該電話番号の履歴データを調べ、過去のデータに順番に遡り
ながら「無効」から「移転」への変化があるかをサーチし、この変化が見つかった場合に
は「移転」の履歴データに付記されている移転番号（移転先の電話番号）を抽出し、その
番号を通知するメッセージとともに「要審査３」を出力する。２４ヶ月分の履歴がすべて
「無効」の場合は「要審査１」を出力し、「移転」以外への変化があった場合には「要審
査４」を出力する。
【００２８】
●分析方法５
　図６に分析方法５を図解した。分析方法１と同様に、発呼調査装置４で調べた今現在の
利用属性が「無効」であれば信用分析の結果として「要審査１」を出力し、今現在の利用
属性が「無効」でも「有効」でもない場合は「要注意２」を出力する。今現在の利用属性
が「有効」であった場合には、当該電話番号の履歴データを調べ、過去２４ヶ月の履歴が
すべて「有効」であれば「優良」を出力し、「有効」の連続月数が１２ヶ月以上であれば
「良」を出力し、連続月数が１２ヶ月に満たなければ「可」を出力する。
【００２９】
＝＝＝分析方法のバラエティーについて＝＝＝
　以上においては、複数の異なる内容の分析方法の意味合いをわかりやすく説明するため
に、５つの例をいずれも単純化している。実際的には、分析方法２～５に盛り込まれてい
る分析要素を目的に応じて組み合わせることで、すこし複雑化した多数種類の分析方法が
創作される。また上記の例における「＊回以上」とか「＊ヶ月以上」といった値（分析パ
ラメーター）を目的に応じて適宜に設定することでさらに多くの種類の分析方法が生みだ
される。さらには、「問題なし」「要審査」「要注意」といった分析結果を表現するメッ
セージは目的に応じて適宜に作成されるので、この要素を加えると依頼人ごとの目的に合
わせてきめ細かくカスタマイズしたきわめて多くの種類の分析方法が創作されることにな
る。それらの多数の分析方法に方法識別子を対応付けして区別する。
【００３０】
　このようにして創作される多数の種類の分析方法をわかりやすく整理し、各分析方法の
意義や意味合いを調査依頼人にわかりやすく説明する。調査依頼人は、多数の種類の分析
方法の中から目的にかなったものを選択し、場合によってはカスタマイズをし、１つの分
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析方法を特定する。この場合には、調査依頼人の識別子に分析方法記述を対応づけして分
析方法記憶部２２に記録しておけばよい。また、同一の調査依頼人でも適用しているビジ
ネス内容によって分析方法を変えたいという要望もある。その場合には方法識別子と分析
方法記述とを対応づけして分析方法記憶部２２に記録しておけばよい。目的によっては、
調査対象となる多数個の電話番号のひとつ１つに方法識別子を対応づけしてＵＩ装置３に
入力することも可能である。
【００３１】
　ここまでの説明で明らかなように、分析方法のアルゴリズムをどのように記述するのか
は当業者が適宜に選択・実施できる簡単な技術事項であり、この明細書では具体的記述例
についての説明は割愛する。
【００３２】
＝＝＝発明の効果＝＝＝
　電話番号利用状況の調査・活用コンピューティングの技術分野においては、さまざまな
業種・業態の調査依頼人が存在している。この発明によれば、調査対象の電話番号につい
て今現在の利用状況を発呼調査することからスタートし、その電話番号の過去の調査履歴
データを参照し、調査依頼人の分析目的に適うように細部にわたり的確にカスタマイズさ
れた分析方法を用いて電話ユーザーの信用分析を行うことができる。

【図１】

【図２】

【図３】
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【図６】
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